
副業･兼業の促進に関する
ガイドライン

「副業・兼業の促進に関するガイドライン」は、厚生労働省の「柔軟

な働き方に関する検討会」（平成29年10月～12月開催／座長 松村茂

東北芸術工科大学教授、日本テレワーク学会会長）での議論を踏まえて

作成したものです。

これは、副業・兼業に関わる現行の法令や解釈をまとめたものであり、

各制度的課題の検討については、今後行われることになります。

厚生労働省ホームページもご覧ください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000192188.html
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（１） 副業・兼業を希望する者は年々増加傾向にある。副業・兼業を行う理由
は、自分がやりたい仕事であること、スキルアップ、資格の活用、十分な収
入の確保等さまざまであり、また、副業・兼業の形態も、正社員、パート・
アルバイト、会社役員、起業による自営業主等さまざまである。

（２） 多くの企業では、副業・兼業を認めていない。企業が副業・兼業を認める
にあたっての課題・懸念としては、自社での業務がおろそかになること、情
報漏洩のリスクがあること、競業・利益相反になること等が挙げられる。ま
た、副業・兼業に係る就業時間や健康管理の取扱いのルールが分かりにくい
との意見がある。

（３） 副業・兼業自体への法的な規制はないが、厚生労働省が平成29年12月時点
で示しているモデル就業規則では、労働者の遵守事項に、「許可なく他の会
社等の業務に従事しないこと」という規定がある。

１ 副業・兼業の現状

企業における副業・兼業制度について
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（出典）総務省
「就業構造基本調査」
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モデル就業規則は、平成30年１月に改定されました。平成30年１月公開
のモデル就業規則については、Ｐ８をご覧ください。

参照



（４） 裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは、基
本的には労働者の自由であり、各企業においてそれを制限することが許され
るのは、労務提供上の支障となる場合、企業秘密が漏洩する場合、企業の名
誉・信用を損なう行為や信頼関係を破壊する行為がある場合、競業により企
業の利益を害する場合と考えられる。

・マンナ運輸事件（京都地判平成24年７月13日）

運送会社が、準社員からのアルバイト許可申請を４度にわたって不許可

にしたことについて、後２回については不許可の理由はなく、不法行為に

基づく損害賠償請求が一部認容（慰謝料のみ）された事案。

・東京都私立大学教授事件（東京地判平成20年12月５日）

教授が無許可で語学学校講師等の業務に従事し、講義を休講したことを理

由として行われた懲戒解雇について、副業は夜間や休日に行われており、本

業への支障は認められず、解雇無効とした事案。

・十和田運輸事件（東京地判平成13年６月５日）

運送会社の運転手が年に１、２回の貨物運送のアルバイトをしたことを

理由とする解雇に関して、職務専念義務の違反や信頼関係を破壊したとま

でいうことはできないため、解雇無効とした事案。

・小川建設事件（東京地決昭和57年11月19日）

毎日６時間にわたるキャバレーでの無断就労を理由とする解雇について、

兼業は深夜に及ぶものであって余暇利用のアルバイトの域を超えるもので

あり、社会通念上、会社への労務の誠実な提供に何らかの支障を来す蓋然

性が高いことから、解雇有効とした事案。

・橋元運輸事件（名古屋地判昭和47年４月28日）

会社の管理職にある従業員が、直接経営には関与していないものの競業

他社の取締役に就任したことは、懲戒解雇事由に該当するため、解雇有効

とした事案。

副業・兼業に関する裁判例（判決の抜粋 Ｐ14･15）参照

2



（１） 副業・兼業は、労働者と企業それぞれにメリットと留意すべき点がある。

【労働者】
メリット：
① 離職せずとも別の仕事に就くことが可能となり、スキルや経験を得るこ
とで、労働者が主体的にキャリアを形成することができる。

② 本業の所得を活かして、自分がやりたいことに挑戦でき、自己実現を追
求することができる。

③ 所得が増加する。
④ 本業を続けつつ、よりリスクの小さい形で将来の起業・転職に向けた準
備・試行ができる。

留意点：
① 就業時間が長くなる可能性があるため、労働者自身による就業時間や健
康の管理も一定程度必要である。

② 職務専念義務、秘密保持義務、競業避止義務を意識することが必要であ
る。

③ １週間の所定労働時間が短い業務を複数行う場合には、雇用保険等の適
用がない場合があることに留意が必要である。

【企業】
メリット：
① 労働者が社内では得られない知識・スキルを獲得することができる。
② 労働者の自律性・自主性を促すことができる。
③ 優秀な人材の獲得・流出の防止ができ、競争力が向上する。
④ 労働者が社外から新たな知識・情報や人脈を入れることで、事業機会の
拡大につながる。

留意点：
① 必要な就業時間の把握・管理や健康管理への対応、職務専念義務、秘密
保持義務、競業避止義務をどう確保するかという懸念への対応が必要であ
る。

上記のメリットや留意点は、副業・兼業をしている労働者や副業・兼業

を認めている企業から聞いた意見等を踏まえて、例示したものです。実際

には、労働者や企業それぞれの状況によって異なると考えられます。

２ 副業・兼業の促進の方向性

補足
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（２） また、副業・兼業は、社会全体としてみれば、オープンイノベーションや
起業の手段としても有効であり、都市部の人材を地方でも活かすという観点
から地方創生にも資する面もあると考えられる。

（３） これらを踏まえると、労働者が副業・兼業を行う理由は、自分がやりたい
仕事であること、十分な収入の確保等さまざまであり、業種や職種によって
仕事の内容、収入等も様々な実情があるが、自身の能力を一企業にとらわれ
ずに幅広く発揮したい、スキルアップを図りたいなどの希望を持つ労働者が
いることから、こうした労働者については、長時間労働、企業への労務提供
上の支障や企業秘密の漏洩等を招かないよう留意しつつ、雇用されない働き
方も含め、その希望に応じて幅広く副業・兼業を行える環境を整備すること
が重要である。
いずれの形態の副業・兼業においても、長時間労働にならないよう、以下

の３～５に留意して行われることが必要である。
なお、労働基準法の労働時間規制を潜脱するような形態や、合理的な理由

なく労働条件を労働者の不利益に変更するような形態で行われる副業・兼業
は、認められない。

業種・職種によって、仕事の内容、収入等には様々な実情があります。

仕事の内容によっては、勤務時間以外の労働者の自由な時間は休息に充て

た方が望ましい場合もあります。いずれにしても、個々の企業で副業・兼

業を認めるかどうか決めるにあたっては、労使で十分に検討してくださ

い。ただし、労働者の私生活への過度な干渉にならないように留意が必要

です。

「労働基準法上の労働時間規制を潜脱するような形態や、合理的な理由
なく労働条件を労働者の不利益に変更するような形態で行われる副業・兼
業」とは、例えば、実態は使用者との一つの労働契約であるにもかかわら
ず、その一部を形式上請負契約にする形態が考えられます。
使用者と労働者の間で合意があるときには、労働契約を変更することが

できます（労働契約法第８条）。原則として、労働者と合意することな

く、職場の共通ルールである就業規則の変更によって、労働契約の内容で

ある労働条件を労働者の不利益に変更することはできません（労働契約法

第９条）。ただし、例外として、①その変更が諸事情に照らして合理的な

ものであり、かつ、②労働者に周知されていた場合には、就業規則の変更

による労働条件の不利益変更が認められる場合もあります（労働契約法第

10条）。もっとも、合理性があるかどうかは、変更の必要性や、労働者が

受ける不利益の度合い、変更後の就業規則の内容の相当性、労働組合との

交渉の状況等から、最終的には司法で判断されるものです。

補足
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（１） 裁判例を踏まえれば、原則、副業・兼業を認める方向とすることが適当で
ある。副業・兼業を禁止、一律許可制にしている企業は、副業・兼業が自社
での業務に支障をもたらすものかどうかを今一度精査したうえで、そのよう
な事情がなければ、労働時間以外の時間については、労働者の希望に応じ
て、原則、副業・兼業を認める方向で検討することが求められる。
また、実際に副業・兼業を進めるにあたっては、労働者と企業双方が納得

感を持って進めることができるよう、労働者と十分にコミュニケーションを
とることが重要である。

（２） 副業・兼業を認める場合、労務提供上の支障や企業秘密の漏洩等がない
か、また、長時間労働を招くものとなっていないか確認する観点から、副
業・兼業の内容等を労働者に申請・届出させることも考えられる。
その場合も、労働者と企業とのコミュニケーションが重要であり、副業・

兼業の内容等を示すものとしては、当該労働者が副業・兼業先に負っている
守秘義務に留意しつつ、例えば、自己申告のほか、労働条件通知書や契約
書、副業・兼業先と契約を締結する前であれば、募集に関する書類を活用す
ることが考えられる。

（３） 特に、労働者が、自社、副業・兼業先の両方で雇用されている場合には、
労働時間に関する規定の適用について通算するとされていることに留意する
必要がある。また、労働時間や健康の状態を把握するためにも、副業・兼業
の内容等を労働者に申請・届出させることが望ましい。

（４） 各企業における検討にあたっては、今般、厚生労働省が改定したモデル就
業規則の規定を参照することができる。

労働者の副業・兼業の内容の確認にあたっては、必要以上の情報を労

働者に求めることがないよう留意が必要です。

３ 企業の対応

補足
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※１ 就業時間の把握について

・ 労働基準法第38条では「労働時間は、事業場を異にする場合においても、
労働時間に関する規定の適用については通算する。」と規定されており、
「事業場を異にする場合」とは事業主を異にする場合をも含む。（労働基準
局長通達（昭和23年５月14日基発第769号））

・ 使用者は、労働者が労働基準法の労働時間に関する規定が適用される副
業・兼業をしている場合、労働者からの自己申告（４（３）参照）により副
業・兼業先での労働時間を把握することが考えられる。

・ 個人事業主や委託契約・請負契約等により労働基準法上の労働者でない者
として、または、労働基準法上の管理監督者として、副業・兼業を行う者に
ついては、労働基準法の労働時間に関する規定が適用されない。
なお、この場合においても、過労等により業務に支障を来さないようにす

る観点から、その者の自己申告により就業時間を把握すること等を通じて、
就業時間が長時間にならないよう配慮することが望ましい。

一般の労働者として他の会社に雇われる形態で副業・兼業をする場合、

労働基準法の労働時間に関する規制（原則１日８時間、週40時間を超えて

労働させてはならないこと等）は通算して適用されます。

また、事業主は、自らの使用する労働者が実際に働いた時間を把握する

こととされています。

・ 労働基準法（昭和22年法律第49号）

第38条 労働時間は、事業場を異にする場合においても、労働時間に

関する規定の適用については通算する。

・ 昭和23年５月14日 基発第769号

「「事業場を異にする場合」とは事業主を異にする場合をも含む。」

[例] 事業主Ａのもとで働いていた労働者が、後から事業主Ｂと労働契約を

締結し労働時間を通算した結果、法定時間外労働に該当するに至った場

合、事業主Ｂに法定の割増賃金の支払い義務があります。

（後から契約を締結する事業主は、その労働者が他の事業場で労働している

ことを確認したうえで、契約を締結すべきとの考え方によるものです。）

事業主Ａ

所定労働時間

１日５時間

事業主Ｂ

所定労働時間

１日４時間

事業主Ｂにおいて、

法定時間外労働が１時間発生します。

（５時間＋４時間－８時間＝１時間）

補足
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※２ 健康管理について

・ 使用者は、労働者が副業・兼業をしているかにかかわらず、労働安全衛生
法第66条等に基づき、健康診断等を実施しなければならない。

（注）労働安全衛生法第66条に基づく一般健康診断及び第66条の10に基づくスト
レスチェックは、常時使用する労働者（常時使用する短時間労働者を含む。）
が実施対象となる。
この際、常時使用する短時間労働者とは、短時間労働者のうち、以下のいず

れの要件をも満たす者となる(平成26年７月24日付基発0724第２号等抜粋)。
・ 期間の定めのない労働契約により使用される者（期間の定めのある労働契
約により使用される者であって、契約期間が１年以上である者並びに契約更
新により１年以上使用されることが予定されている者及び１年以上引き続き
使用されている者を含む。）

・ １週間の労働時間数が当該事業場において同種の業務に従事する通常の労
働者の１週間の所定労働時間の３／４以上である者

・ 上記措置の実施対象者の選定にあたって、副業・兼業先における労働時間
の通算は不要である。ただし、使用者が労働者に副業・兼業を推奨している
場合は、労使の話し合い等を通じ、副業・兼業の状況も踏まえて、健康診断
等の必要な健康確保措置を実施することが適当である。

・ また、副業・兼業者の長時間労働や不規則な労働による健康障害を防止す
る観点から、働き過ぎにならないよう、例えば、自社での労務と副業・兼業
先での労務との兼ね合いの中で、時間外・休日労働の免除や抑制等を行うな
ど、それぞれの事業場において適切な措置を講じることができるよう、労使
で話し合うことが適当である。

※３ 安全配慮義務について

労働者の副業・兼業先での働き方に関する企業の安全配慮義務について、現時
点では明確な司法判断は示されていないが、使用者は、労働契約法第５条に、安
全配慮義務（労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労
働することができるよう、必要な配慮をすること）が規定されていることに留意
が必要である。

使用者は、上記の健康診断の結果、異常の所見があると診断された労働

者や、ストレスチェックの結果高ストレスと判定され医師による面接指導

を受けた労働者については、労働安全衛生法第66条の４、第66条の５及び

第66条の10に基づき、当該労働者の健康を保持するために必要な措置につ

いて医師等の意見を聴取し、必要があると認めるときは当該労働者の実情

を考慮して、

① 就業場所の変更

② 作業の転換

③ 労働時間の短縮

④ 深夜業の回数の減少 等の適切な措置を講じなければなりません。

補足
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本条は、あくまでも副業・兼業に関する規定の一例であり、各企業において必
ずこの規定例どおりの規定にしなければならないという性質のものではありませ
ん。

改定前のモデル就業規則には、労働者の遵守事項として、第11条第６号に「許
可なく他の会社等の業務に従事しないこと。」という規定がありましたが、当該
規定を削除のうえ、副業・兼業について、規定を新設します。

１ 本条は、副業・兼業に関するモデル規定であり、就業規則の内容は事業場の実
態に合ったものとしなければならないことから、副業・兼業の導入の際には、労
使間で十分検討するようにしてください。

２ 労働者の副業・兼業について、裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をど
のように利用するかは基本的には労働者の自由であることが示されていることか
ら、第１項において、労働者が副業・兼業できることを明示しています。

３ 労働者の副業・兼業を認める場合、労務提供上の支障や企業秘密の漏洩がない
か、長時間労働を招くものとなっていないか等を確認するため、第２項におい
て、届出を行うことを規定しています。特に、労働者が自社、副業・兼業先の両
方で雇用されている場合には、労基法第38条等を踏まえ、労働者の副業・兼業の
内容を把握するため、副業・兼業の内容を届出させることがより望ましいです。

４ 裁判例では、労働者の副業・兼業について各企業の制限が許される場合は、第
３項各号で規定したような場合であることが示されていると考えられます。
各号に該当するかどうかは各企業で判断いただくものですが、就業規則の規定

を拡大解釈して、必要以上に労働者の副業・兼業を制限することのないよう、適
切な運用を心がけていただくことが肝要です。また、第１号（労務提供上の支障
がある場合）には、副業・兼業が原因で自社の業務が十分に行えない場合や、長
時間労働等、労働者の健康に影響が生じるおそれがある場合が含まれると考えら
れます。裁判例でも、自動車運転業務について、隔日勤務に就くタクシー運転手
が非番日に会社に無断で輸出車の移送、船積み等をするアルバイトを行った事例
において、「タクシー乗務の性質上、乗務前の休養が要請されること等の事情を
考えると、本件アルバイトは就業規則により禁止された兼業に該当すると解する
のが相当である」としたものがあることに留意が必要です（都タクシー事件広島
地決昭和59年12月18日 労民集35巻６号644頁）。

参考資料

● モデル就業規則

● モデル就業規則の規定の解説
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（副業・兼業）

第67条 労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事すること

ができる。

２ 労働者は、前項の業務に従事するにあたっては、事前に、会社に所定の

届出を行うものとする。

３ 第１項の業務に従事することにより、次の各号のいずれかに該当する場

合には、会社は、これを禁止又は制限することができる。

① 労務提供上の支障がある場合

② 企業秘密が漏洩する場合

③ 会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合

④ 競業により、企業の利益を害する場合



☑ 各企業の実情を踏まえた検討

副業・兼業を認めるにあたっては、副業・兼業を認める範囲や手続等に

ついて、各企業の状況を踏まえながら、労使で十分に話し合って決めてく

ださい。

【検討事項例】① どのような形態の副業・兼業を認めるか
（例：業務内容、就業日、就業時間、就業時間帯、就業場所、

就業期間、対象者の範囲）

② 副業・兼業を行う際の手続
（例：上司や人事担当者の事前の承認や事後の届出の有無）

③ 副業・兼業の状況把握するための仕組み
（例：上司や人事担当者への報告）

④ 副業・兼業の内容を変更する場合の手続き

☑ 各企業における措置の検討

副業・兼業者の長時間労働や不規則な労働による健康障害を防止する観点

から、働き過ぎにならないよう、自社での就業と副業・兼業先での就業との

兼ね合いの中で、時間外・休日労働の免除や抑制等を行うなど、各企業にお

いて措置を講じることができるか検討することが望ましいです。

☑ 副業・兼業の内容の確認

・ 労働者から副業・兼業の申し出があった場合は、上司や人事担当者は、

その副業・兼業が競業にあたらないか、いつ、どこで副業・兼業を行うの

か、どの程度の就業時間、業務量になるのかなどを確認してください。

・ その際、労働者に対し、必要以上の情報を求めないようにしてください。

・ 現在の業務に支障がない場合、副業・兼業を認めていくことが望ましい

です。

☑ 健康状態等の確認

企業と労働者がコミュニケーションをとり、労働者が副業・兼業による過労

によって健康を害したり、現在の業務に支障を来したりしていないか、確認す

ることが望ましいです。

企業のチェックポイント

副業・兼業を認めるにあたって

労働者から副業・兼業の申し出があったら

労働者が副業・兼業を始めたら
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（１） 労働者は、副業・兼業を希望する場合にも、まず、自身が勤めている企業
の副業・兼業に関するルール（労働契約、就業規則等）を確認し、そのルー
ルに照らして、業務内容や就業時間等が適切な副業・兼業を選択する必要が
ある。また、実際に副業・兼業を行うにあたっては、労働者と企業双方が納
得感を持って進めることができるよう、企業と十分にコミュニケーションを
とることが重要である。

（２） また、（１）により副業・兼業を行うにあたっては、副業・兼業による過
労によって健康を害したり、業務に支障を来したりすることがないよう、労
働者（管理監督者である労働者も含む）が自ら、本業及び副業・兼業の業務
量や進捗状況、それらに費やす時間や健康状態を管理する必要がある。

（３） そこで、使用者が提供する健康相談等の機会の活用や、勤務時間や健康診
断の結果等の管理が容易になるようなツールを用いることが望ましい。始
業・終業時刻、休憩時間、勤務時間、健康診断等の記録をつけていくような
民間等のツールを活用して、自己の就業時間や健康の管理に努めることが考
えられる。ツールは、副業・兼業先の就業時間を自己申告により使用者に伝
えるときにも活用できるようなものが望ましい。

（４） なお、副業・兼業を行い、20万円を超える副収入がある場合は、企業によ
る年末調整ではなく、個人による確定申告が必要である。

４ 労働者の対応
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☑ 企業でのルールの確認

企業の就業規則や自身の労働契約の内容を確認し、副業・兼業を行うこと

が可能かどうか、どのような手続が必要になるのか確認しましょう。

☑ 副業・兼業の内容の検討

副業・兼業は、自身の能力の発揮やスキルアップを図るといったメリット

があります。そのような副業・兼業であったとしても、現在の仕事に支障が

ないかどうか、自身の健康を管理できるかどうか等を検討しましょう。

☑ 上司や人事担当者との話し合い

円滑に副業・兼業を行うために、副業・兼業を始める前に、上司や人事担

当者と十分に話し合っておきましょう。

労働者のチェックポイント

副業・兼業を始めたいと思ったら

☑ 就業時間や健康の管理

労働者も、自らの始業・終業時刻、休憩時間、勤務時間、健康診断等の記

録を付けるなどして、就業時間や健康の管理に努めましょう。企業の健康相

談等の機会も活用しましょう。

民間企業において、就業時間等を管理できるさまざまなツールが作られて

いますので、上記のような記録が付けられるものを活用することも考えられ

ます。

☑ 現在の業務と副業・兼業の両立ができているか

現在の業務と副業・兼業の業務量、就業時間、進捗状況等を考慮し、両立

を難しく感じたり、健康に不安を感じたりしたとき、副業・兼業を続けるか

どうかの検討が必要です。

☑ 確定申告の確認

国税庁ホームページをご参照ください。

http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinkoku/shotoku/kakutei.htm

副業・兼業を始めたら
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（１） 労災保険の給付（休業補償、障害補償、遺族補償等）
事業主は、労働者が副業・兼業をしているかにかかわらず、労働者を１人で

も雇用していれば、労災保険の加入手続を行う必要がある。
なお、労災保険制度は労働基準法における個別の事業主の災害補償責任を担

保するものであるため、その給付額については、災害が発生した就業先の賃金
分のみに基づき算定している。
また、労働者が、自社、副業・兼業先の両方で雇用されている場合、一の就

業先から他の就業先への移動時に起こった災害については、通勤災害として労
災保険給付の対象となる。

（注）事業場間の移動は、当該移動の終点たる事業場において労務の提供を行
うために行われる通勤であると考えられ、当該移動の間に起こった災害に
関する保険関係の処理については、終点たる事業場の保険関係で行うもの
としている。（労働基準局長通達（平成18年３月31日基発第0331042号））

労災保険制度は、①労働者の就業形態にかかわらず、②事故が発生した事

業主の災害補償責任を担保するものです。このため、副業・兼業者にも労災

保険は適用されます（①の観点から）。

一方で、副業・兼業者への労災保険給付額については、事故が発生した就

業先の賃金分のみを算定基礎としています（②の観点から）。このため、全

ての就業先の賃金合算分を補償することはできません。

[例] Ａ・Ｂの２社で働く労働者が、Ｂ社での勤務中に事故。

賃金が月20万円の場合。

就業先Ａ
15万円/月

就業先Ｂ
5万円/月

副業・兼業者 賃金：20万円/月

事故

就業先Ａ
15万円/月

就業先Ｂ
5万円/月

休業

月額5万円を算定基礎として補償
（給付額：５万円/月×80％＝４万円/月）

労災保険給付の
算定基礎とならない

５ 副業・兼業に関わるその他の現行制度について

12
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（２） 雇用保険、厚生年金保険、健康保険

雇用保険制度において、労働者が雇用される事業は、その業種、規模等を問
わず、全て適用事業（農林水産の個人事業のうち常時５人以上の労働者を雇用
する事業以外の事業については、暫定任意適用事業）である。
このため、適用事業所の事業主は、雇用する労働者について雇用保険の加入

手続きを行わなければならない。ただし、同一の事業主の下で、①１週間の所
定労働時間が20時間未満である者、②継続して31日以上雇用されることが見込
まれない者については被保険者とならない（適用除外）。また、同時に複数の
事業主に雇用されている者が、それぞれの雇用関係において被保険者要件を満
たす場合、その者が生計を維持するに必要な主たる賃金を受ける雇用関係につ
いてのみ被保険者となる。

社会保険（厚生年金保険及び健康保険）の適用要件は、事業所毎に判断する
ため、複数の雇用関係に基づき複数の事業所で勤務する者が、いずれの事業所
においても適用要件を満たさない場合、労働時間等を合算して適用要件を満た
したとしても、適用されない。また、同時に複数の事業所で就労している者が、
それぞれの事業所で被保険者要件を満たす場合、被保険者は、いずれかの事業
所の管轄の年金事務所及び医療保険者を選択し、当該選択された年金事務所及
び医療保険者において各事業所の報酬月額を合算して、標準報酬月額を算定し、
保険料を決定する。その上で、各事業主は、被保険者に支払う報酬の額により
按分した保険料を、選択した年金事務所に納付（健康保険の場合は、選択した
医療保険者等に納付）することとなる。

事業主Ａ：25時間

事業主Ａ：15時間 事業主Ｂ：10時間

週20時間以上であるため、適用される。

合計が週25時間でも、いずれも週20時間未満であるため適用されない。

補足

適用要件（※）は事業所ごとに判断します。このため、複数の雇用関係に基

づき複数の事業所で勤務する者が、いずれの事業所においても適用要件を満た

さない場合、労働時間等を合算して適用要件を満たしたとしても、社会保険は

適用されません。
（※）短時間労働者の場合、大企業（従業員501人以上）にあっては、週所定労働時間

20時間以上、所定内賃金月額8.8万円以上、中小企業の場合は、週所定労働時間30

時間以上（ただし、中小企業であっても、短時間労働者の適用について労使合意が

あれば、大企業と同様の取扱いとなる。）等の一定の要件を満たす場合に適用。

補足

13

雇用保険の適用の例

社会保険の適用について

労働者乙

労働者甲



○ マンナ運輸事件（京都地判平成24年７月13日）

【概要】
運送会社が、準社員からのアルバイト許可申請を４度にわたって不許可に

したことについて、後２回については不許可の理由はなく、不法行為に基づ
く損害賠償請求が一部認容（慰謝料のみ）された事案。

【判決抜粋】
労働者は、勤務時間以外の時間については、事業場の外で自由に利用する

ことができるのであり、使用者は、労働者が他の会社で就労（兼業）するた
めに当該時間を利用することを、原則として許され（ママ）なければならな
い。
もっとも、労働者が兼業することによって、労働者の使用者に対する労務

の提供が不能又は不完全になるような事態が生じたり、使用者の企業秘密が
漏洩するなど経営秩序を乱す事態が生じることもあり得るから、このような
場合においてのみ、例外的に就業規則をもって兼業を禁止することが許され
るものと解するのが相当である。

【参考】 裁判例

副業・兼業に関する裁判例
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○ 十和田運輸事件（東京地判平成13年６月５日）

【概要】
運送会社の運転手が年に１、２回の貨物運送のアルバイトをしたことを理

由とする解雇に関して、職務専念義務の違反や信頼関係を破壊したとまでい
うことはできないため、解雇無効とした事案。

【判決抜粋】
原告らが行った本件アルバイト行為の回数が年に１、２回の程度の限りで

認められるにすぎないことに、証拠及び弁論の全趣旨を併せ考えれば、原告
らのこのような行為によって被告の業務に具体的に支障を来したことはな
かったこと、原告らは自らのこのような行為について会社が許可、あるいは
少なくとも黙認しているとの認識を有していたことが認められるから、原告
らが職務専念義務に違反し、あるいは、被告との間の信頼関係を破壊しとま
でいうことはできない。

○ 東京都私立大学教授事件（東京地判平成20年12月５日）

【概要】
教授が無許可で語学学校講師等の業務に従事し、講義を休講したことを理

由として行われた懲戒解雇について、副業は夜間や休日に行われており、本
業への支障は認められず、解雇無効とした事案。

【判決抜粋】
兼職（二重就職）は、本来は使用者の労働契約上の権限の及び得ない労働

者の私生活における行為であるから、兼職（二重就職）許可制に形式的には
違反する場合であっても、職場秩序に影響せず、かつ、使用者に対する労務
提供に格別の支障を生ぜしめない程度・態様の二重就職については、兼職
（二重就職）を禁止した就業規則の条項には実質的には違反しないものと解
するのが相当である。



○ 橋元運輸事件（名古屋地判昭和47年４月28日）

【概要】
会社の管理職にある従業員が、直接経営には関与していないものの競業他

社の取締役に就任したことは、懲戒解雇事由に該当するため、解雇有効とし
た事案。

【判決抜粋】
元来就業規則において二重就職が禁止されている趣旨は、従業員が二重就

職することによって、会社の企業秩序をみだし、又はみだすおそれが大であ
り、あるいは従業員の会社に対する労務提供が不能若しくは困難になること
を防止するにあると解され、従って右規則にいう二重就職とは、右に述べた
ような実質を有するものを言い、会社の企業秩序に影響せず、会社に対する
労務の提供に格別の支障を生ぜしめない程度のものは含まれないと解するの
が相当である。
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○ 小川建設事件（東京地決昭和57年11月19日）

【概要】
毎日６時間にわたるキャバレーでの無断就労を理由とする解雇について、

兼業は深夜に及ぶものであって余暇利用のアルバイトの域を超えるものであ
り、社会通念上、会社への労務の誠実な提供に何らかの支障を来す蓋然性が
高いことから、解雇有効とした事案。

【判決抜粋】
労働者は労働契約を通じて一日のうち一定の限られた時間のみ、労務に服

するのを原則とし、就業時間外は本来労働者の自由であることからして、就
業規則で兼業を全面的に禁止することは、特別な場合を除き、合理性を欠く。

しかしながら、･･･（中略）･･･兼業の内容によつては企業の経営秩序を害
し、または企業の対外的信用、体面が傷つけられる場合もありうるので、従
業員の兼業の許否について、労務提供上の支障や企業秩序への影響等を考慮
したうえでの会社の承諾にかからしめる旨の規定を就業規則に定めることは
不当とはいいがたく、したがつて、同趣旨の債務者就業規則第三一条四項の
規定は合理性を有するものである。

○ 都タクシー事件（広島地決昭和59年12月18日）

【概要】
隔日勤務のタクシー運転手が、非番日に輸出車を船積みするアルバイトに

月７、８回たずさわったことを理由とする解雇に関して、労務提供に支障が
生じていないこと、他の従業員の間でも半ば公然と行なわれていたとみられ
ること等の事情から、具体的な指導注意をしないまま直ちになした解雇は許
されないとした事案。

【判決抜粋】
就業規則において兼業禁止違反の制裁が懲戒解雇を基準としていること等に

照らすと、就業規則によって禁止されるのは会社の秩序を乱し、労務の提供に
支障を来たすおそれのあるものに限られると解するのが相当である。

タクシー乗務の性質上、乗務前の休養が要請されること等の事情を考える
と、本件アルバイトは、就業規則により禁止された兼業に該当すると解するの
が相当である。しかしながら、現実に労務提供に支障が生じたことをうかがわ
せる資料はないこと、従業員の間では半ば公然と行なわれていたとみられ、か
つ、アルバイトについての具体的な指導注意がなされていなかったこと、･･･
（中略）･･･等の事情を綜合すると、何らの指導注意をしないまま直ちになし
た解雇は（懲戒解雇を普通解雇にしたとしても）余りに過酷であり、解雇権の
濫用として許されないものと認めるのが相当である。



○ 古河鉱業事件（東京高判昭和55年２月18日）

労働者は労働契約に基づき労務を提供するほか、信義則により

使用者の業務上の秘密を守る義務を負うとしたうえで、会社が機

密漏洩防止に特段の配慮を行っていた長期経営計画の基本方針で

ある計画基本案を謄写版刷りで複製・配布した労働者に対する懲

戒解雇を有効と判断した事案。

在職中の秘密保持義務に関する裁判例

在職中の競業避止義務に関する裁判例
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○ 協立物産事件（東京地判平成11年５月28日）

労務者は、使用者との雇用契約上の信義則に基づいて、使用者の

正当な利益を不当に侵害してはならないという付随的な義務を負

い、原告の就業規則にある従業員の忠実義務もかかる義務を定めた

ものと解されるとしたうえで、外国会社から食品原材料等を輸入す

る代理店契約をしている会社の従業員について、在職中の競業会社

設立は、労働契約上の競業避止義務に反するとされた事案。


